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配 偶 者 控 除 ・ 配 偶 者 特 別 控 除 の 見 直 し に つ い て 
 

住 宅 借 入 金 等 を 有 す る 場 合 の 所 得 税 額 の 特 別 控 除 の 特 例 の 創 設 

 
 
 
 
 

就業調整をめぐる喫緊の課題に対応するため、配偶者控除及び配偶者特別控除が見直されます（※所得

税においても同趣旨の見直しが行われ、平成 30年分から適用されます。）。 

配偶者特別控除について、所得控除額が満額の対象となる配偶者の給与収入金額上限が引き上げられま

す。 

また、納税者本人にも所得制限が設けられ、配偶者控除・配偶者特別控除の控除額について、合計所得

金額が 900 万円超から段階的に減少し、1,000 万円超でなくなる仕組みが設けられます（合計所得金額ごと

の控除額については 2章 7ページをご参照ください。）。 

なお、前年の収入が給与のみで、合計所得金額 1,000 万円超（給与収入 1,220 万円超）の納税者に、生

計を一にする所得がない配偶者がいる場合には、納税者又は配偶者の個人市民税の申告が必要な場合があり

ます。 

詳しくは、お住まいの区の税務課市民税担当にお問い合わせください（問い合わせ先電話番号について

は、その他-5ページをご参照ください）。 

 

 

 

所得税で住宅ローン控除を控除しきれない方について、現行制度と同じ控除限度額（以下参照）の範

囲内において、市・県民税の住宅ローン控除期間を延長する特例が創設されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 3 １ 年 度 か ら 適 用 さ れ る 個 人 市 民 税 ・ 県 民 税 の 改 正 に つ い て  
（平成31 年1 月1 日現在の法令に基づいています。） 

 


